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１．　は　じ　め　に
　過去，内戦は，幾たびか発生してきた。内戦はいかなる政治体制をとる
国でも起こりうる。もしある体制の政府が反乱軍と対峙していた場合，反
乱軍の勝利に終われば，体制変動に帰着しうる。フランコ率いる反乱軍が
１９３９年に内戦に勝利して新たな体制を築いたスペインや，国共内戦を経て
共産党が１９４９年に政権を獲得した中国，クメール・ルージュが１９７６年に政
権を樹立したカンボジアなどのように，反乱軍が勝てば，当然それまでの
体制から新たな体制へと変動が起こる。
　しかし，内戦の終結を待たずに体制が変動することもある。モザンビー
クでは，モザンビーク解放戦線の一党支配が形成されたあと，１９８０年代に，
反乱軍側であるモザンビーク民族抵抗運動との内戦が続いていたが，１９９０
年代に一党独裁体制から民主体制に転換した。しかしなぜ，内戦という状
況下で武力制圧に拠らない体制変動が起こるのか。本稿では，この疑問に
答えてみたい。
　本稿では，特に体制変動のなかでも民主化に焦点を当てる。つまり，権
威主義体制からの民主化が本稿の対象となる。民主化においてはさまざま
なアクターの重要性が指摘されているが，ここでは都市住民に着目する。
反乱軍の政権掌握に拠らない内戦下の体制変動では，都市部の勢力による
政権転覆といったパターンをとることが多いといえる。それを考えると，
都市部，特に首都において，政府と都市住民のあいだの相互作用により，
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民主化の帰趨が決まるといえる。
　本稿では，この内戦下の民主化と都市住民の問題に取り組むために，「政
治経済学アプローチ」の議論を導入する。この立場の代表的論者である，
アセモグルとロビンソン（およびボイッシュ）の民主化モデルをもとに，
内戦下における民主化を説明する。そこでは，民主化が達成されうる条件
を，政府と都市住民のあいだの相互作用を分析するうえで有用なゲーム理
論を用いて明らかにする。
　以下，内戦と民主化，そしてその状況下での都市の役割を明らかにし，
政府と都市住民の重要性を浮き彫りにする。そして，民主化の政治経済学
アプローチを紹介し，「民主化－内戦ゲーム」を作成する。最後に，ゲーム
の均衡解から明らかになった条件が妥当であるか否かを，ネパールの内戦
と民主化の事例で検証していく。
２．　内戦・民主化・都市
（１）　権威主義体制下での内戦と都市部
　一般的に，国内において都市部，ひいては首都１）が占める位置は重要で
ある。首都には様々な権力や富が集積され，国内の人的・物的資源が集中
するからである（Landau-Wels ２００８; Glassner and Fahrer ２００４; Hal １９９３; 
Rapoport １９９３）。権威主義体制においても例外ではなく，むしろ民主体制
においてより重要であることも多い。権威主義体制においては，指導者た
ちが都市住民たちに反乱を起こさせないために，彼ら彼女らを包摂すると
いう意図のもと，その都市に政治・経済的権力を集中させていくという戦
略が取られることもある。都市住民の反乱を恐れ，それを防ぎたいという
点で，民主的な正統性を欠く権威主義体制の指導者たちにとって，首都は
非常に重要なのである（Bates １９８１; 川中 ２０１１）。
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 １）　以下，「都市」には「首都」が含まれていると考える。この用法を取るのは「都
市」が首都とその周辺部（首都圏）を含むという地理的な意味からだけでなく，
政治・経済の権力が集中している首都に限定されない場所という意味からでもあ
る。
　内戦の文脈においても，首都は同様に重要である２）。首都に権力や富が集
中していればいるほど，反乱軍が首都を支配下に置いた際に得られる利益
は大きくなると考えられ，首都を制圧する動機は高まる。反対に政府の側
は，首都を追われた場合，新たな首都を建設するコストは高く，簡単では
ない。結局，内戦は政府軍が反乱軍から首都を守れるのか，反乱軍が首都
を陥落させられるのかという問題になるといえる。
　また，国際社会の視点からも，首都は重要である。国際的アクターによ
るある国家の承認の問題を考えると，首都をどちらが支配下に置いている
かが重要になるからである。内戦下の国で政府側と反乱軍側が対峙してい
る場合，いくら反乱軍側が領土の大部分を占めていたとしても，首都を政
府側が支配下に収めていれば，権力が移動したと通常みなさないのである
（Landau-Wels ２００８）。
　国内勢力や国民の目からも，また国際社会からも首都をどの勢力が抑え
ているのかが内戦において重要であるといえる。例えば，地方都市での反
乱はあくまで反乱にとどまるが，首都での反乱は政権交代，ひいては体制
変動をもたらす可能性が高いのだ。
（２）　内戦からの民主化と都市部
　内戦という状況において，体制変動が起こることがある。この場合，内
戦時の政府が交代し，新たな政権ができ，統治のルールが大幅に変更にな
るという過程を経ることになる。では，内戦下での体制変動には，どのよ
うなパターンが想定されるだろうか。２つの軸から考えてみたい。１つは
帰結の問題であり，もう１つは過程の問題である。
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 ２）　今回の議論では，地理的にみて首都を奪うことに大きな意味がない場合は除く。
この種の内戦を排除するのは，例えば民族問題が絡んだ場合には，反乱軍は支配
地域を元々の国家の領土から分離して，新たに主権を確立することが目的となる
からである。もしくは，首都制圧をあきらめた反乱軍が地方で政権を樹立してい
く可能性もある。
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①　帰結からのパターン化
　体制変動は，二分法の分類を用いるならば，一般的に民主制か独裁制
（権威主義体制）のいずれかの帰結になる。本稿の対象は権威主義体制（か
らの民主化）であり，その種の体制下での地理的な分離を伴わない内戦が
対象となる。反乱軍側がこれまでの独裁とは異なる，新たな独裁政治を敷
く場合は「新たな権威主義体制の樹立（独裁化）」という帰結になるが，反
乱軍側か，政府側のあるグループの人々が新たに民主政治のルールを適用
すれば「民主体制の樹立（民主化）」という帰結になる。本稿では，後者が
対象となる。
②　過程からのパターン化
　帰結同様，過程もいくつかのパターンに分けられる３）。まずは，「反乱軍
側の武力による変動」である４）。この場合，反乱軍側の分離独立という帰結
でない場合は，前節で取り上げたように首都が重要であり，反乱軍側が政
府勢力を放逐し，その首都を制圧するというものである。
　次に，「都市住民の圧力による変動」である。政権が内戦の処理に手間取
り，それを批判する勢力が都市住民を中心に誕生する。そして，その勢力
が指導部に圧力をかけ，旧指導部を放逐するという流れである。
　両者のパターンのうち，民主化に限定した場合，自由民主的な反乱勢力
による首都制圧か，自由を求める都市住民による首都での政変か，という
違いになる。いずれのパターンからも，内戦期における権威主義体制から
の民主化では，特に後者については，都市住民の動向が主体になっており，
極めて重要なアクターであるといえる。
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 ３）　他の帰結も想定しうる。それは「政府側内部でのクーデタ」である。内戦の対
応をめぐって政府側のなかから指導部に反対する勢力が生まれ，クーデタによって
旧指導部を放逐する。そして，新たな指導部が誕生するという流れである。その
他，内戦時に政権側が主導して民主化する「上からの民主化」もありうるが，本
稿では，複雑化を避けるために取り上げない。
 ４）　ここで政府側が勝ち，反乱軍側を鎮圧できれば，基本的には体制変動はない。
３．　政治経済学アプローチ：民主化と内戦の論理
（１）　民主化の政治経済学アプローチ
　民主化を説明する議論は，過去，社会構造およびそこから生まれる社会
階層から説明するアプローチと，政治家や軍部などのアクターから説明す
るアプローチがしのぎを削りあってきた５）。２０００年代に入り，この２つのア
プローチを統合する試みがいくつか登場してきた。この立場の研究者たち
は，ゲーム理論などを用いて，階級という集団アクターの行動から民主化
の帰結に至る条件を探っている（川中 ２００９）。これらの研究は，民主化を経
済的要因から論じているという点，そしてフォーマルモデルを利用してい
るという点から「政治経済学アプローチ」の研究として位置づけられてい
る。
　この立場の研究者の多くは，ゲーム理論を用いて体制変動を説明しよう
としているが，このゲーム理論の利用はさまざまな帰結を想定できるとい
う利点がある。帰結として，民主化に至る場合もあれば，新たな独裁が生
まれることもあるのであり，事例分析からのアプローチで陥りがちな決定
論を避ける意味があるといえる。また，実際に，革命が起きる場合もあれ
ば，内戦に至る場合もある。ゲーム理論を用いることは，民主化のみなら
ず，内戦も１つの帰結として扱うという点で，本稿の目的とも合致してお
り，取り上げる価値はあるといえる。
（２）　重要な鍵概念：主要論者の議論から
　では，「政治経済学アプローチ」の民主化論では，どのような議論が展開
されているのだろうか。代表的な論者である，アセモグルとロビンソン，
およびボイッシュの議論（Acemoglu and Robinson ２００１, ２００６; Boix ２００３, 
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 ５）　アプローチの違いからみた，体制変動，民主化，政治変動の議論については多
くのまとめが存在しているので参照のこと（例えば，川中 ２００９; 岩崎・小暮 ２００２; 
湯浅 ２００２）。
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２００８）６）を中心に取り上げるが，彼らの議論のうち，本稿のテーマにおいて
重要なポイントに絞って紹介したい。
①　階級的アクター
　彼らは，アクターを「階級」によって区別しており，富裕層と貧困層
（エリートと市民）７）を想定する。富裕層は人口のなかでは少数派であるが，
支配者であり，富の再分配によって自らの富が奪われることを嫌がる。支
配者である富裕層は，独裁制下では自らの都合のよいように税率を決めら
れるが，民主制のもとではそうはいかない。民主制では，多数派である貧
困層にも選挙権が与えられ，中位投票者定理がはたらくと，貧困層に有利
な政策が選択される。つまり，貧困層に有利な再分配が選択されるので，
富裕層は民主化を望まない。そのため，富裕層は，民主化を防ぐための方
法として，武力による弾圧も辞さない。
　この２者ゲームは，単純すぎるという批判もあるかもしれない。しかし，
経済構造から民主化を説明するうえでは，これより細かいアクターの設定
はゲームを複雑化させるだけでなく，説得力を欠くものになりかねないと
いう反論もありうる。
②　不平等と民主化
　アセモグルとロビンソン，およびボイッシュの議論は，経済変動を原因
とし，体制変動ないし内戦を結果とする点で共通している。特に，彼らは
国内の貧富の差，つまり経済的不平等によって，政治体制の変動は促され
るという点を強調する８）。
　ただし，両者の議論には違いもある。ボイッシュは不平等が拡大すれば
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 ６）　ジブラットや石黒，浜中による，彼らの議論のまとめも参考にしている
（Ziblat ２００６; 石黒 ２０１２; 浜中 ２００９）。
 ７）　今回取り上げないが，第３のアクターとして中産階級の存在も含んだ議論も想
定されている。中間階級は所得からみれば富裕層と貧困層の中間のどこかに属す
る階級である。
 ８）　この議論は，アクターの合理性を前提にしたという点では異なるだろうが，か
つてのマルクス主義学派の議論や構造論の立場と共通するといえる（Moore １９６６
など）。
するほど民主化が起こりやすくなるとする，単線型の変動を考えている。
それに対して，アセモグルとロビンソンは，不平等が中程度の時に民主化
が起こりやすく，不平等が大きすぎても小さすぎても民主化は起こりにく
いとする「逆 U字型」の変動を想定している。
　先ほどのアクターの議論と関連付けて論じてみるとどうなるか。ボイッ
シュによれば，指導者である富裕層は再分配する際に発生するコストと，
貧困層を弾圧するコストを天秤にかけて，対応を決定する。経済発展の度
合いが低く，不平等が大きい場合，再分配のコストよりも弾圧のコストの
ほうが低いので，弾圧を選択する。しかし，経済発展が進み，平等化が進
むと，弾圧よりも再分配のほうがコストがかからなくなり，民主化も許容
できるようになる。このとき，天然資源や土地のような不可動なものを資
産とするエリートのほうが，可動性のある資産を持つエリートよりも，課
税を逃れられない分，民主化を嫌がることになる。これも同様に，エリー
トの民主化の受容にとっては大きな問題である９）。
　アセモグルとロビンソンによれば，再分配のコストを気にかける富裕層
は，できれば民主化は避けたい。しかし，もし革命が起こったならばもっ
と多くのものを失うかもしれないので，その場合は貧困層の手に政治権力
を渡すことは避けつつ，譲歩して再分配をしたいと考える。他方，貧困層
は再分配してくれればうれしいが，本当に実現するか分からないので受け
入れないかもしれない。そうなった場合，富裕層は，弾圧か，民主化かの
選択を迫られる。富裕層が民主化を選択するのは，貧困層が抵抗し革命が
起こるかもしれない場合である。富裕層にとっては，革命が起こる可能性
が「脅し」になるのである（これが「革命の脅威」論である）。このとき，
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 ９）　ボイッシュの中産階級を含めた議論では，経済発展が進み，富裕層と中間層の
所得格差が小さくなればなるほど，中産階級への再分配のコストは低くなるので，
富裕層と中間層の階級間連合が成立し，中間層のみに参政権を付与する「制限的
な民主制」が導入される。反対に，中間層と貧困層の所得格差が小さくなると，
富裕層のみならず，中産階級が貧困層を弾圧するコストが低下するので，普通選
挙権が導入され，民主化が達成される。
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不平等が広がりすぎていると，譲歩した場合に富裕層は失うものが多すぎ
るので弾圧を選択する。反対に平等化が進んでいると民主制導入への要求
自体が小さくなるので，民主化も起こりにくい。結局，もっとも民主化が
起こりやすいのが，中程度の不平等のときになる１０）。
（３）　問題点とその修正：内戦下の民主化を促すもの
①　先行研究の問題点
　本稿の対象は「内戦下の民主化」になる。この場合，上記の２つの視点
をどう扱うかという問題が残る。
　まず，アクターは富裕者と貧困者であるのか，という問題がある。モデ
ルというものは，多様な事例をカバーするために，通常，ある程度抽象的
であることは否めず，汎用性を高めるならば固有の事例のみを説明するも
のであってはならない。しかし，本稿の対象が内戦下の民主化となれば，
この文脈に沿ったアクターを考える必要があるといえる。
　次に，経済的な不平等が民主化に影響を与えるという点については，異
論はない。中位投票者定理にのっとり，貧困層に参政権が与えられるがゆ
えに，民主制のほうが富裕者への課税は強くなるという考えもモデルとし
ては妥当である。注意が必要なのは，内戦下で利益を得ていた都市住民も
いるという点と，彼ら彼女らも紛争の長期化によって利益が減少し，さら
なる減少を予期させる革命を脅威に感じることもあるという点である。
②　修正
　本稿が扱う「内戦下の民主化」を理解するために，以上の問題点を克服
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１０）　それに対して，アセモグルとロビンソンによる中産階級を含めた議論を紹介し
ておこう。中間層が増大すればするほど，彼ら彼女らからの税収は増えていく。
そうなると，民主制下で富裕層が被る課税の水準は低くなるため，富裕層が民主
化するリスクは軽減されていく。反対に，中間層が貧しい場合，同様に「脅し」
が富裕層に加えられる。富裕層は中間層に部分的な民主制導入を認め，貧困層と
分断する。ただし，貧困層からの革命の脅しがある場合は，部分的な民主制の導
入では革命を避けられないため，富裕層は弾圧を選択する。
する必要がある。
　内戦の場合，アクターは首都およびその他の地域を支配下に収める「政
府側」と，首都以外の地域で活動し，首都陥落の機を窺う「反乱軍側」に
分けられる。反乱軍側がもし首都を陥落させれば，新たな政治体制が導入
されることになる。この場合，農村部を根拠地にした貧困層が中心の勢力
が主体であれば，都市部に住む人などは共産主義体制の脅威が存在するこ
とになろう。もしくは，主体が地方の反乱軍であれば軍事独裁政権樹立の
可能性もあるだろう。内戦という環境のもとでは，政府側は反乱軍側を力
で屈服させる戦略をとっているわけだが，先の議論でいう「革命の脅威」
を受けてこれを放棄し，反乱軍側と妥協して新たに民主体制を導入する可
能性もある。
　その際重要なのが，「都市住民」の動向である。都市住民は内戦において
利益を得ている人もいるが，必ずしもみながそうではない（Wood ２００１）。
治安の悪化や将来の経済危機が，都市住民の不安を駆り立てる場合もある。
また，内戦が終結した場合でも，例えば反乱軍に首都が制圧されるならば，
彼ら彼女らは革命政権や軍事政権の成立によって自らの資産が奪われ，さ
らには生命も危機にさらされるかもしれない。都市住民は，「革命の脅威」
を感じて民主化を期待するかもしれないし，内戦の継続によって自らの利
益が減少すると感じ，その打開策として民主化を支持するかもしれない。
都市住民は，内戦の継続もしくは民主化という異なる帰結を想定して，自
らの行動を決めている。
　やはり，内戦下での民主化は，都市部での政府と都市住民の相互作用が
重要であるといえる。本稿では，政府と都市住民がどのような帰結に至る
かを想定した結果，どのような結末をたどるのかを確認していきたい。
４．　ゲーム：内戦下の民主化
（１）　前　　　提
　以下，ゲーム理論を用いて，「内戦下の民主化」がもたらされる可能性を
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探っていきたい１１）。アセモグルとロビンソン（２００６）の議論と，石黒
（２０１２），浜中（２００９）らによる彼らの分析をもとにした研究ないし解説を
ベースにゲームを作成している。
　このゲームのアクターは「政府」gと「都市住民」uである。「政府」に
は政府を支持する富裕層なども含まれている。「都市住民」は都市に在住す
る一般市民で，エリートは想定に入れていない。内戦の一方の当事者は反
乱軍であるが，この反乱軍側は２者の選択に影響を与える外生的要因とし
て扱う。この社会の人口分布は，政府支持層（エリート）が d，都市住民
が １－ dからなる構成で，つねに都市住民のほうが多い。
　政府および政府支持者の所得（y g）と都市住民の所得（y u）は以下のよう
になる。
 
　Q∈（０, １）は政府支持者（富裕層）への所得分配率をあらわし，これ
までの議論における所得の不平等度を示す。また， は平均所得を示して
おり， となる。
（２）　民主化－内戦ゲーム
①　ゲームツリー
　まず，内戦が継続している場合を考えてみよう。ゲームツリーは図１の
ようになる。これに沿いながら，各手番についてみていこう。内戦が継続
している状況では，都市住民が第１手番となり，それを支持するか，それ
に反対して政府を街頭で攻撃するかを選ぶ。支持すればゲームは終了する
（「内戦１」）。このとき，各アクターは V i（W, m）を手にする（個人 i∈ 
（g, u））。このとき，Wは内戦下での利得を指し，mは内戦とその後に起こ
りうる革命によって破壊される経済資源の割合（m∈［０, １））１２）を指す。
y
y
y
yg u
= =
−
−
Θ Θ
δ δ,
( )1
1
y
y y yu g< <
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１１）　計算やグラフの作成は全て，Mathematica８ でおこなった。
１２）　やや抽象的であるが，インフラなどの公共財，資産・財産といった私的財など →
ちなみに税率は政府に有利なように０に設定されており，徴税のコストは
考慮に入れていない。このときの両アクターの利得は，次のようになる。
， 
　この式は，今後の内戦の展開次第では国内資源の破壊も起こりうるが，
他方で継続してきた内戦の下でも各アクターには一定の利得があるという
意味であり，この点はアセモグルとロビンソンのモデルとは異なる。
　次に，都市住民が抵抗した場合，第２手番として政府が譲歩して民主体
制へ移行し内戦を終わらせるか，逆に都市住民を弾圧し，反乱軍と都市住
民の双方を敵に回して内戦を続けるかを決める。政府が譲歩すれば民主化
する（「民主化」）。民主制のもとでは，税率 Gは中位投票者定理により，
都市住民に有利なものとなる（GD ＝ Gu）。徴税のコストも発生し，C（Gu）
で表される１３）。民主制下の利得関数は以下のようになる。
V W
yg( , )
( )μ μδ=
−1 Θ V yWu( , ) ( )( )μ μ δ=
− −
−
1 1
1
Θ
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が内戦によって破壊される割合を念頭に置いている。操作化をおこなう場合は，
インフラ整備の充足度などで代替できるといえる。
１３）　徴税費用は，C（０） ＝０，C´ ＞０，C´ ＞０，C´（０） ＝０，C´ （１） ＝１ となる。つまり，
導関数 C´ ＞０ であるので増加関数であり，２次導関数 C´ ＞０ であるので凸曲線と
なる。値が０のときに極小値を示す。
ᨻᗓ
㒔ᕷఫẸ
ᨭᣢ཯ᑐ
ᙎᅽ ㏥㝕
ෆᡓ2
(Vg(W, μ, CR), 
Vu(W, μ CR))
ෆᡓ1
(Vg(W, μ), 
Vu(W, μ))
Ẹ୺໬
(Vg(D), 
Vu(D))
※カッコ内の上が政府の利得，下が都市
住民の利得。
図１　民主化－内戦ゲーム
→
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 ，
 
　これは，各アクターの所得と，平均所得から自らの取り分を引いた値に
税率をかけたものの和と，そこから徴税コストを引いた値を示している。
平均所得から政府の所得を引けば負になるが，都市住民の所得を引けば正
になる。
　そして，政府によって弾圧が選ばれた場合，弾圧は必ず成功し，内戦が
継続する（「内戦２」）。先の内戦と基本的には変わりはないが，この場合，
政府は反乱軍だけでなく，都市住民とも対峙することとなる。
 ， 
　この選択肢では，つねに弾圧によるコスト（ ）がかかるため，
 となる。
②　民主化の条件を探る
　では，このモデルの部分ゲーム完全均衡解 を，後ろ向き帰納法に
よって導いていこう。
　まず，政府は都市住民が内戦を望まない場合，弾圧するか，民主化を受
け入れて政権を譲るかを決める。そのとき，政府が弾圧を選択した場合
（「内戦２」）の利得と，民主化に至った場合の利得とを考えることになるが，
この両者の利得が等しいとき，すなわち， のとき，
民主化の１つの条件 m *を導くことができる。
 
　m ＞ m * のとき，政府およびその支持者たちは都市住民との武力衝突や内
戦の激化，および革命の脅威を感じ，国内の破壊が激しくなることで自ら
に有利な状況を形成できないと考えて民主化する。
　都市住民は，内戦下でも十分な生活ができていれば内戦の終結を望まな
V D V y y y y C yg g g D u g u g u( ( ) ( ) )) | (= = = + − −Γ Γ Γ Γ
V D V y y y y C yu u u D u u u u u( ) ( ) ( )) ( |= = = + − −Γ Γ Γ Γ
V W C
y
Cg R g
R( ), ,
( )μ μδ=
−
−
1 Θ
V W C
y
Cu R u
R( ), ,
( )( )μ μ δ=
− −
−
−
1 1
1
Θ
Ci
R
V W V W Ci i R( ), ) ( , ,μ μ>
{ , } σ σg u
V D V W Cg g R( ) ( , , )= μ
μ δ δ∗ = − + −y C y C
y
u u u
g
R( ) )(Γ Γ Γ Θ
Θ
2
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い。なぜなら内戦で利益を得ている人にとっては，内戦を終結させるイン
センティブが働かないからである。しかし，革命の脅威や内戦の長期化が
インフラや経済資源を破壊し，治安を悪化させるだけにとどまらず，自ら
の資産が簒奪され，将来の生活が脅かされると考える場合，都市住民も内
戦を続ける政府を打倒して民主化を望むことになる。都市住民が内戦に反
対したときは，弾圧されるか，政府を退陣に追い込むことになるが，民主
化が選択される確率を pとして，弾圧＋内戦になる確率を １－ pとすると，
このときの期待利得は，
 
　 
となる。都市住民は政府の決定を抵抗なく受け入れる場合（「内戦１」）の
利得と，反対したときのこの期待利得を天秤にかけて対応を決めることに
な る。こ の 両 者 の 利 得 が 等 し い と き，す な わ ち， 
 のとき，もう１つの民主化の条件 m **を導くことができる。
m ＞ m ** のとき，都市住民は無条件での内戦を支持せず，政府を打倒する
よう行動する。
　まとめると，m ＞ m * および m ＞ m ** の両方の条件が満たされたとき，民
主化が達成されることが分かる。順番で述べれば，まず都市住民が内戦継
続を支持せず（m ＞ m **），そのあと，政府が民主化を選択する（m ＞ m *）
という流れになる。
③　民主化と内戦の領域：グラフで確認する
　では，どのような状況のときに民主化が起こるのかを確認してみたい。
いくつか，事前に値を設定し，国内の破壊可能性度合 mと不平等度 Qの
変化によって民主化の可能性がどう変わるかを見ていきたい。このとき，
V D W Cu R( , , , )μ
p y y y C y p
y
Cu u u u u
R( ( ( )
( )( )
) )
μ
δ= + − −{ } + − − −− −Γ Γ Θ1 1 11⎛⎝⎜ ⎞⎠⎟
V Wu( , )μ =
V D W Cu R( , , , )μ
μ
δ δ δ
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=
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富裕層への課税率 Guの値について，低いとき（ ＝０．４）と，高いとき
（ ＝０．６）の２つの例を比較して確認してみる。固定される値は，平均所
得 ＝８００（ドル），政府および富裕層の割合 d ＝０．２，徴税コスト C（Gu）＝
０．５，弾圧コスト ＝０．５，民主化の確率 p ＝０．５である１４）。
　図２は富裕層への課税率が低いとき（ ＝０．４）である。縦軸が mで，
横軸が Qである。この場合，内戦による破壊がある程度深刻化すると想
定されないと，民主化は起こりにくい。逆にいうと，内戦が深刻な被害を
もたらしうると理解されない限り，都市住民は政府を支持することが分か
る。また，不平等度が高くても，都市住民は行動を起こしにくいことも分
かる。
　図の右のほうは，不平等度は高いが富裕層への課税率が低いという状況
になるが，これは，都市部で商工業者などが豊かになり，富裕層との格差
は縮まってはいるが，労働者は貧困なままに置かれているような状況かも
しれない。そのような場合は，都市住民は我慢を強いられ，結果として内
戦が続いていくことが分かる。
Γ Lu
ΓHu
y
Ci
R
Γ Lu
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１４）　ちなみに，民主化の確率 pと平均所得 について，値を変えて結果の違いが
出るかどうかを比較してみた。結果として，極端な値でない限り，帰結を大きく
変える変数ではないことが分かった。
y
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図２　内戦と民主化：富裕層課税率が低いとき
　図３は，富裕層への課税率（ ＝０．６）が高いときである。課税率が低
いときと比較すると，その様相が一変する。課税率が低いときと同様，国
内資源の破壊度が一定レヴェルに達しないと民主化は起こらないが，その
水準に至ると，都市住民は内戦に反対し，政府はすべからく民主化を選択
する。
　また，ここでは，図の右にいけばいくほど，貧富の差が激しく，中位投
票者定理でみれば，将来，貧困層に有利な課税率が設定されうる社会であ
ることが想定できる。図から，不平等度が高ければ高いほど，国内で破壊
行為がそれほど起こっていなくても，また政府に弾圧されても，都市住民
は政府を支持せずに行動を起こすことが分かる。つまり，再分配による民
主化の果実が大きいので，都市住民が民主化の可能性にかけてみるのであ
る。
５．　事例：内戦下ネパールの民主化
　最後，ゲーム理論の結果をもとに，事例を検証してみたい。今回扱う事
例はネパールである。ネパールは内戦中に民主化しており，取り上げるの
に適した事例であるといえる。まず，ネパールの簡単な概略から論じてい
きたい。
ΓHu
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図３　内戦と民主化：富裕層課税率が高いとき
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（１）　概　　　略
①　内戦と民主化の略史
　ネパールの内戦と民主化の過程は１９９０年にさかのぼる。ネパールで新憲
法が制定されたこの年，複数政党制の議会民主制が導入され，立憲君主制
のもと，自由選挙も実施された。しかし，このあとネパール共産党毛沢東
主義派（以下，共産党毛派）の武力による抵抗が始まったことで，１９９０年
代に進み始めた民主化の流れは頓挫する１５）。２００１年，ネパール王族殺害事
件が起こり，当時のビレンドラ国王が殺害され，ギャネンドラがその跡を
継いだが，既存政党と新国王のあいだで反乱軍にどのように対応するかで
意見が対立した（Ishiyama and Bata ２０１１, p. ３７４）。２００２年，ギャネンドラ
国王は議会解散と首相解任を断行し，新たな首相を据えて親政を敷いた。
内戦が長期化し，展望が開けないなか，２００５年２月にギャネンドラは首相
を解任して直接統治を開始し，「国王軍事独裁」（Skar ２００７, p. ３５９）を固め
た。彼は，民主政治よりも平和と治安維持こそが重要であるとして，反乱
軍の鎮圧に乗り出した。
　共産党毛派はネパール国土の大多数を占める農村部を根拠地にし，独自
の軍隊（「人民解放軍」）を有し，党員や支持者などから固い支持を受けて
いた（Sharma ２００４）。２００１年には国土の８０％を支配下に収めるほど，共産
党毛派が内戦を有利に進めた（Ogura ２００８, p. ７）。ギャネンドラと対峙する
共産党毛派は，２００５年に都市部の諸政党と「反国王」の旗のもとに団結し，
新たな連合を形成した。この連合は，首都・カトマンズで反国王デモを展
開し，２００６年４月，国王を退陣に追い込んだ。都市部の諸政党と共産党毛
派は議会開設で同意し，民主政治に回帰することが決まった（Nayak ２００８, 
p. ４６８）。その背景には，毛派兵士を他の諸政党が排除することを避ける狙
いがあったという（Gobyn ２００９, pp. ４２９, ４３３）。
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１５）　毛派は１９９５年に結成された。ネパール共産党自体は１９４９年に設立されたが，毛
派はその一派閥にあたる。ほかにはネパール共産党マルクス・レーニン主義派な
ども存在し，そのいくつかは合法的な活動を展開していた。
②　社会経済的状況と政治状況
　共産党毛派は広大な農村部を拠点とした政党であったが，当初は私有財
産の国有化や土地の再分配を求めていた（Thapa and Sharma ２００９, p. ２０９）。
ネパールでは，共産党毛派の台頭以前は，大地主が存在し，小作農を率い
ることで，政権の農村支配を支えており，地主たちの存在は，国家収入の
確保や農村部の統治を安定させるためには不可欠なものであった。自由選
挙が始まると，地主たちは農村部の票を獲得するために，各政党から立候
補を促される存在となり，政治の領域に参入した。地主と小作農の「恩顧－
庇護関係」のもと，政治の世界では，農民の利害は代表されにくく，彼ら
の自立も阻害された。この農村部における「恩顧－庇護関係」を破壊した
のが，共産党毛派であった。共産党毛派は地主を追放し，土地を分配し，
負債も棒引きするなど，隷属的な状態に置かれていた農民を解放した
（Joshi and Mason ２００７）。
　他方，１９９０年代には，政府の開発政策の恩恵を受けて商工業・サービス
業などのセクターが都市部で拡大した。１９９９年には，都市部の経済活動が
GDPのおよそ６２％を占めるほどに成長しており（Sharma ２００６ pp. １２３７, 
１２４１），都市セクターは政府の保護のもと，経済の繁栄を享受できていた。
しかし，この当時，政府は都市部を統制下に置くことはできたが，農村部
は毛派の手に落ち，ほとんど影響力を行使できなかった。その内戦が都市
セクターにも暗い影を落とす。内戦期に徐々に経済活動は停滞し，政府歳
入も減少の一途をたどることとなり，対共産党毛派による防衛費の増大も
政府予算を圧迫していた（Pradhan ２００９）。
　都市部の治安状況が大いに脅威にさらされた結果，都市セクターが縮小
することとなった。２０００年代初頭の政府側と反乱軍側の交渉が失敗に終
わったあと，２００３年後半には，内戦は首都カトマンズを含む都市部にまで
及ぶようになり，都市住民の被害も広がっていた（Do and Iyer ２０１０, p. 
７３７）。内戦が長期化し，武力による解決が難しくなってきたことを踏まえ，
政府は議会選挙に共産党毛派を参加させ，そこで勝利を得ることを期待す
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るようになった。その背景には，以前の選挙で，共産党毛派がそれほど支
持を得ていなかったことが指摘されている（Thapa and Sharma ２００９, p. 
２１３; Joshi and Mason ２００７, ２００８）１６）。
（２）　分　　　析
　ネパールは，１９９０年代から国王政府と共産党毛派が内戦を展開しており，
都市セクターは国王独裁のもと，徐々に内戦による破壊と忍び寄る革命の
脅威にさらされていたといえる。つまり，都市住民はこのまま内戦が継続
することは支持できない状態であった（m ＞ m**）。加えて，都市部の反政
府諸政党は選挙での勝利を期待できていた点も，内戦継続に反対し，自由
選挙の導入の選択を後押ししたといえる（Wantchekon ２００４, p. ３１）１７）。
　また，ネパールの社会経済的状況から考えると，都市部と農村部の不平
等は大きく，もし民主化した場合，富裕層に高い所得税が課される可能性
はあったと考えるのが妥当であろう。ただし，エリート層もまた，革命の
脅威を恐れており，毛派や都市の諸政党と妥協することで，生命や財産の
危機を脱することができると考えたと思われる（m ＞ m *）。
６．　お　わ　り　に
　以上，内戦下の権威主義体制において，「都市住民」という重要なアク
ターの視点から，どのような論理で民主化が起こるのかを，ゲーム理論に
よる演繹的に作成したモデルと，ネパールという事例を用いて証明してき
た。先行研究から，民主化における不可欠な変数として経済的不平等の存
在と，内戦による国内の破壊や革命の脅威をあげ，いずれも事例分析のな
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１６）　しかし，２００８年４月の民主化後初の制憲選挙において，共産党毛派が躍進した
ことは大きな驚きをもって迎え入れられた（Ishiyama and Batta ２０１１, p. ３７４; 
Whelpton ２００９, p. ５４）。
１７）　今回の分析では対象外となったが，農村部の反乱軍側である共産党毛派にとっ
ても，有権者の多くをその支配下に置いていた経緯から，民主化は好都合であっ
たと考えられている（Wantchekon ２００４, p. ３１）。
かで重要な位置を占めていたことが確認された。
　最後に，今後の課題を述べて結びとしたい。今回は，内戦が継続する事
例を扱い，その過程で民主化の達成条件をみてきた。しかし，内戦が停戦
になったあと，独裁制が継続するなかで民主化する場合もある。今後は，
それらも含めて議論することが必要であると考えている。
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